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研究成果の概要（和文）：全球気候モデルの気候予測結果をもとに、作物モデルと世界応用一般均衡モデルを用
いて、将来的な気候変動下における農作物収量変動の各国間ないし作物間の相関性（収量変動の同期性）と食料
価格の変動幅の変化を定量的に分析した。その結果、将来の気候変動により世界同時不作・同時豊作による収量
変動の同期性が強まり、多くの国で食料価格の年変動が拡大して社会厚生水準が低下する。また、農産物貿易の
自由化による食料価格安定効果は、収量変動の同期性によって減少する。したがって、気候変動による収量変動
の同期性の高まりは、農産物市場のシステミックリスクの原因であり、貿易・環境政策の立案はセイフティネッ
ト構築が重要である。

研究成果の概要（英文）：This study analyzed the correlation of yield fluctuations between countries 
and between crops (synchronicity of crop yield fluctuations), and quantified changes in food price 
fluctuations under future climate change. We used the crop model and the Computable General 
Equilibrium model based on the climate prediction results of the global climate model.
As a result, future climate change will increase the synchronicity of yield fluctuations due to 
simultaneous global crop failures and bumper crops, and in many countries annual fluctuations in 
food prices will increase and social welfare levels will decline. In addition, the food price 
stabilization effect of agricultural trade liberalization is reduced by the synchronicity of yield 
fluctuations. Therefore, the increased synchrony of yield fluctuations due to climate change is a 
cause of systemic risk in the agricultural market, and trade and environmental policies should 
consider a safety net for such risks.

研究分野： 社会経済農学

キーワード： 気候変動リスク　世界応用一般均衡モデル　作物モデル　農産物貿易自由化　食料価格変動　社会厚生
水準　農業政策
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研究成果の学術的意義や社会的意義
将来の気候変動が世界農産物市場におけるシステミックリスクを高める結果を示せたことで、気候変動に対する
緩和策の推進につながり、適応策に対する社会的な認識が高まると考えられる。また、現在のグローバル化の中
で農産物貿易の自由化が積極的に推進されているが、自由化の効果が過大評価であることを示せたことで、政策
決定において気候変動によるシステミックリスクに対する適切なセーフティネットを考慮する必要性が明らかと
なり、今後の政策決定において参考となる知見が得られたと考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



１．研究開始当初の背景 
貿易自由化の流れの中で、農産物輸出国の偏在化と各国間の経済依存度が高まる傾向にある。

一方、地球温暖化に伴い、異常渇水や豪雨による被害の増加が予測されている。異常気象が全球
的な大気・海洋循環の一環でシステミックに生じる場合、世界各地で起こる生産や価格の変動が
貿易を通じて地球全体で相乗され、農産物価格が乱高下する「世界農産物市場のシステミックリ
スク」が発生する可能性がある。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、気候変動による農産物市場のシステミックリスクを定量化し、そのリスクが貿易自
由化によりどの程度変化するのかを解明して、各国がとるべき政策を提示することを目的とす
る。研究の特徴は、水文・作物モデルと多地域の確率的応用一般均衡（DSGE）モデルを連携し、
気候変動による不確実な経済ショックの経時的な影響を解明することである。 
 
３．研究の方法 
（1）複数の全球気候モデルによる気候予測結果をもとに、複数の作物モデルを用いて世界各国
における将来の気候変動下の農作物収量（単収）を推計し、時系列的な農作物収量変動の各国間
ないし作物間の相関関係を分析する。 
（2）上記の結果を踏まえ、農作物の地域間・作物間の収量変動の同期生があるケース
（Synchronized Yield Change: SYC）と、地域的に独立してランダムな収量変動が生じるケース
を想定し、世界応用一般均衡モデルを用いて世界各国の農産物価格の年変動や社会厚生水準の
年変動を定量化する。両ケースの比較から、世界同時不作・同時豊作のような収量変動の同期性
にともなう農産物市場のシステミックリスクを定量化する。 

 

図 1 研究の方法 

表 1 政策シミュレーションの条件設定の概要 

Simulation Conditions Case 1 Case 2 Case 3 Case 4 Case 5 Case 6 
Synchronized yield change None Weak Strong None Weak Strong 

Trade liberalization None None None Adopted Adopted Adopted 
 

表 2 分析対象地域 

 

 
（3）農産物貿易が自由化された状況において同様なシミュレーションを行い、システミックリ
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Food price, Social welfare level (EV)

Climate conditions
(5 GCMs)

2 Crop models

random shocksGlobal CGE model

No 記号 国ないし地域 No 記号 国ないし地域 No 記号 国ないし地域
1 AUS Australia 14 USA United States of America 27 ROU Romania
2 CHN China 15 MEX Mexico 28 RUS Russian Federation
3 JPN Japan 16 ARG Argentina 29 UKR Ukraine
4 KOR Korea 17 BOL Bolivia 30 XER Rest of Europe
5 IDN Indonesia 18 BRA Brazil 31 IRN Islamic Republic of Iran
6 PHL Philippines 19 PRY Paraguay 32 TUR Turkey
7 THA Thailand 20 URY Uruguay 33 XWS Rest of Middle East
8 VNM Vietnam 21 XSM Rest of South America 34 EGY Egypt
9 BGD Bangladesh 22 XCA Rest of Central America 35 XAC South Central Africa

10 IND India 23 FRA France 36 XEC Rest of Eastern Africa
11 PAK Pakistan 24 DEU Germany 37 ZAF South Africa
12 XAS Rest of ASIA 25 GBR United Kingdom 38 XTW Rest of the World
13 CAN Canada 26 XEF Rest of EFTA



スク変化を定量的に評価し、政策提言を行う。シミュレーションの方法の概要を表 1に示す。分
析は、世界全体を表 2に示す 38 ヶ国・地域に統合して実施した。 
 
４．研究成果 
（1）主要農作物（コメ、小麦、トウモロコシ、大豆）の世界同時不作・同時豊作の検証 
 主要農作物（コメ、小麦、トウモロコシ、大豆）について、次の３つの期間ごとの地域間、作
物間の収量データを作成した。まず、T1 期（1961-2014 年）は、FAO の収量統計データから技術
の進歩を取り除くためトレンドを除去した。次いで、T2 期（2015-2050 年）と T3 期（2051-2099
年）については、作物モデル（PRYSBI2：Doi et al.2020）と pDSSAT（Elliott et al.2014 及び 
Jones et al.2003）で推計した４作物の収量データで、AgMIP の共通プロトコル（Eliot et al. 
2015）に従って５種類の全球気候モデル（HadGEM2-ES、IPSL-5 CM5A-LR、MIROC-ESM-CHEM、GFDL-
ESM2M、および NorESM1-M）の RCP8.5 シナリオ（将来の気温上昇が最大となるシナリオ）におけ
る気候条件を入力し、技術レベルは 2000 年レベルに固定して推計した。    
 ４作物のうちコメ収量の T3 期における相関係数のヒートマップを図 2に、また、作物間の相
関係数のヒートマップを図 3 に示す。省略した他の期及び作物については、Kunimitsu et al. 
(2020)を参照されたい。４作物相関係数を求めるときに、GCM の入力別にまた作物モデルごとに
対応させているので、各国のサンプルサイズは、2作物モデル×5GCM×各期の年数（ただし、作
物モデルの推計不能な年を除く）である。 
 これらの図及び Kunimitsu et al.(2016)に示す他の期及び他の作物の結果から、相関係数は
国間の多くの組み合わせでも、また 4作物間のうち 3作物間でも統計的に有意に正であり、負の
相関よりも正の相関を持つ国または作物の組み合わせが多い。また、相関係数は温暖化が進む将
来時点ほど正に大きくなる傾向がみられる。したがって、地域間及び作物間で収量変動の同期性
（SYC）が存在し、将来的にその傾向が強まることが示唆される。 
 

 

凡例： 

 
図２ コメの収量変動の国間の相関係数のヒートマップ（T3期間） 
(注)図の右上半分は、1行目と右端列の国間（18 ヶ国間）の相関、左下半分は、最下行と左端列
の国間（17ヶ国）の相関を表す。 
 

 
図 3 作物間の相関係数のヒートマップ（T3期間） 
(注)凡例は、図２に同じ。 
 
（2）農産物市場におけるシステミックリスクの定量化 
図 4は、ケース 1、2 および 3の推定農産物価格における（a）平均、（b）標準偏差および（c）

最高値を比較している。この図の価格は、世界応用一般均衡モデルの設定に従って、2011 年を
1.0 とする指数で表している。 
図 4 で、SYC 無しの場合（ケース 1）と T2 期間の SYC 有りの場合（ケース 2）および T3 期間

の SYC 有りの場合（ケース 3）を比較すると、平均、標準偏差、および最高価格は、類似の傾向
がみられる。すなわち、ケース 1とケース 2はほぼ同じレベルのままであるが、ケース 3では 3

AUS CHN JPN KOR IDN PHL THA VNM BGD IND PAK USA MEX ARG BOL BRA PRY URY
FRA 1.00 -0.01 -0.03 -0.16 -0.10 0.44 0.21 0.30 0.09 0.23 0.07 -0.03 0.05 0.17 0.35 0.34 0.31 0.04 AUS
ROU 0.33 1.00 0.57 0.50 0.63 0.25 0.52 0.08 0.31 0.27 0.19 0.48 0.57 -0.24 0.49 0.45 0.12 0.45 CHN
RUS 0.28 0.47 1.00 0.65 0.37 0.17 0.32 0.13 0.25 0.12 0.07 0.39 0.37 -0.08 0.19 0.31 0.04 0.41 JPN
UKR 0.26 0.65 0.69 1.00 0.29 -0.08 0.23 -0.04 0.05 0.07 0.05 0.24 0.29 -0.24 0.25 0.12 0.01 0.29 KOR
IRN -0.03 -0.01 -0.01 -0.06 1.00 0.26 0.55 0.13 0.12 0.30 0.15 0.51 0.56 -0.27 0.42 0.39 0.01 0.22 IDN
TUR 0.31 0.63 0.40 0.50 0.00 1.00 0.58 0.42 0.33 0.59 0.24 0.14 0.35 0.11 0.39 0.64 0.29 0.17 PHL
EGY 0.12 0.25 0.44 0.23 0.19 0.10 1.00 0.59 0.21 0.55 0.07 0.45 0.65 -0.30 0.48 0.49 0.15 0.06 THA
ZAF 0.27 0.28 0.40 0.20 0.06 0.24 0.18 1.00 0.14 0.43 -0.08 0.26 0.30 0.00 0.24 0.37 0.20 -0.14 VNM
XAS 0.03 0.12 0.24 0.12 0.28 0.20 0.20 0.31 1.00 0.38 0.28 0.14 0.16 0.18 0.02 0.46 0.06 0.43 BGD
XSM 0.19 0.21 0.30 0.24 0.08 0.22 -0.02 0.65 0.55 1.00 0.40 0.15 0.38 -0.10 0.33 0.45 0.21 0.01 IND
XCA -0.05 -0.14 0.02 -0.02 0.35 -0.22 0.32 0.17 0.48 0.44 1.00 0.00 0.11 0.07 0.16 0.25 0.10 0.26 PAK
XEF 0.63 0.44 0.48 0.30 0.08 0.31 0.28 0.56 0.25 0.48 0.09 1.00 0.50 -0.12 0.23 0.31 0.05 0.25 USA
XER 0.05 0.41 0.03 0.17 0.11 0.48 -0.08 0.07 0.22 0.09 -0.13 0.05 1.00 -0.34 0.49 0.37 0.09 0.13 MEX
XWS 0.19 0.19 0.62 0.33 0.03 0.25 0.24 0.46 0.32 0.47 0.15 0.52 0.04 1.00 -0.17 0.32 0.45 0.49 ARG
XAC -0.16 -0.07 -0.29 -0.13 0.07 0.05 -0.47 0.08 0.38 0.43 0.23 -0.13 0.27 -0.03 1.00 0.57 0.49 0.17 BOL
XEC 0.08 0.14 0.15 0.14 0.21 0.17 -0.01 0.53 0.59 0.71 0.38 0.35 0.23 0.36 0.48 1.00 0.54 0.53 BRA
XTW 0.06 0.09 0.24 0.18 0.21 0.16 0.29 0.36 0.63 0.56 0.54 0.19 0.06 0.25 0.22 0.46 1.00 0.23 PRY

1.00 URY
FRA ROU RUS UKR IRN TUR EGY ZAF XAS XSM XCA XEF XER XWS XAC XEC XTW

Maze Rice Soybean wheat
Maze 1.0000 0.3025 0.2339 0.2179
Rice 0.3025 1.0000 0.0202 0.0608
Soybean 0.2339 0.0202 1.0000 -0.0594
wheat 0.2179 0.0608 -0.0594 1.0000

0.75～1.00 0.50～0.75 0.25～0.50 0.00～0.25
-1.00～-0.75 -0.75～-0.50 -0.50～-0.25 -0.25～0.00



つの指標が大幅に増加している。これは、T2期に平均気温で 2℃程度の地球温暖化が進むと、価
格とその変動は緩やかに上昇するが、T3期に平均気温が 4℃以上の高水準に達すると、価格は急
激に上昇し、価格変動の不安定性が大幅に増加することを示唆する。 
図 4の標準偏差と最高価格は、平均価格の各ケースの差に比べてケース間の差が大きい。たと

えば米国では、ケース 3の平均価格はケース 1の 1.17 倍であるが、標準偏差は 10 倍大きく、最
高価格はケース 1の 2.5 倍である。平均価格は平均の作物収量に関連しているが、標準偏差と最
高価格は、収量の年変動幅に関連していることから、農産物価格の不安定化の要因は、平均収量
の水準変化ではなく、地球温暖化下での収量変動幅の拡大と変動の同期性であるとみなしうる。 

 
（3）農産物貿易自由化に対するシステミックリスクの影響 
 図 5に、貿易自由化前後の主要国の農産物価格の変化を示す。貿易自由化の正味の影響をみる
ため、ケース 4と 1（ケース 4/1）、ケース 5と 2（ケース 5/2）、ケース 6と 3（ケース 6/3）の
2つのケースの比率を図示した。ケース 4/1、ケース 5/2、ケース 6/3 はそれぞれ、SYC 無し、T2
期間の弱い SYC、T3 期間の強い SYC の条件下での貿易自由化のネットの効果を表す。 
図 5から、第 1に、ケース 4と 1の比が示すように、貿易自由化は農産物輸入国の利益を増加

させる。中でも農産物輸入大国の日本では、貿易自由化後に農産物価格が 10％低下し、SYC 無し
の場合は価格変動の範囲が 97％縮小する。標準偏差の減少は、価格変動の安定化を意味するの
で、上記の変化は日本の消費者にとってプラスの効果と言える。 
第 2に、日本についてケース 4/1（SYC 無し）、5/2（弱 SYC 有り）、6/3（強 SYC 有り）の比率

を比べると、それぞれ0.9、0.98、0.975となっている。価格変動の標準偏差における比率も0.01、
0.09、0.39 となり、貿易自由化による価格変動幅の減少度合いが、SYC 有りの場合の方が SYC 無
しの場合よりも低くなっている。なお、比率が 1に近いことは、２ケース間で変動範囲にほとん
ど変化がないことを意味し、比率が小さいことは、分子にとるケースの変動幅が大幅に縮小する
ことを意味する。つまり、SYC 有りの場合は、日本の貿易自由化のプラスの効果が SYC 無しの場
合よりも小さくなっている。 
第 3に、米国やブラジルなどの食品輸出国では、貿易自由化後に農産物の価格が上昇し、価格

の変動幅が拡大する。貿易自由化により、これら輸出国では国際市場における高価格に影響され
て輸出量が増加し、国内価格も上昇するためである。一方、中国と世界全体（WLD）では、貿易
自由化後の農産物の価格は自由化前とほぼ同じであり、価格変動幅の拡大はわずかである。これ
は、世界全体では輸出・入国で自由化の影響が相殺され、中国では、トウモロコシを輸出し小麦
や大豆を輸入しているため、輸出と輸入で自由化の影響が相殺されるためと考えられる。 
第 4に、米国やブラジルなどの輸出地域では、SYC 有りの方が SYC 無しの場合よりも平均価格

と最高価格における 2ケース間の比率が大きい。これは、SYC により貿易自由化のマイナス影響
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図 4.農産物の価格に対する SYC の影響 
(注)「WLD」は、各国の国内農産物価格を
生産額によって加重平均した世界全体の
平均値である。 

図 5.農産物貿易の純効果（SYC 無し、T2期
SYC 有り、T3期 SYC 有り） 
(注)ケース X1/X2 は、ケース X2 に対するケ
ース X1の比率である。 



がさらに悪化したことを意味する。特にブラジルではこの傾向が顕著である。米国では、SYC に
よって年間変動幅がわずかに縮小し、自由化の悪影響が緩和されている。同様に、全世界と中国
では、平均価格と最高価格で示される自由化の効果が悪化しているが、SYC によって貿易自由化
による年変動幅縮小効果が高まっている。 
 
（4）社会厚生水準の変化 
 図 6 に、社会厚生水準の変化（等価変
分：EV）の平均値、最小値および標準偏差
を示す。SYC無しで貿易自由化を想定しな
いケース１（EV の水準はほぼ 0）からの
変化を図示するため、ケース 3、4、5、6
の EV とケース 1 の EV との差ないし比を
とった。 
平均 EV のケース 3－1 では、SYC によ

ってほとんどの国の社会福祉レベルが低
下している。特に、米国で 620 億ドル、
中国で 370 億ドル、そして世界全体でも
1,600 億ドル以上の減少を示す。 
一方、SYC無しの状態で貿易自由化を行

うと（平均 EV のケース 4－1）、多くの地
域で社会福祉レベルが上昇する。しかし、
気候変動による収量変動の同期性が加わ
ると（ケース 5－１ないしケース 6－1）、
平均 EV でみた貿易自由化の効果が減少
し、日本のような輸入国では、T3 期に
12％の減少となっている。 
さらに、EVの最小値でみると、米国、

中国および世界全体でも SYC が無い状態
での貿易自由化よりも悪化している。 
EV の標準偏差は、ケース 4と 5の変動

がケース 1 よりもわずかに大きいが、ケ
ース 3 と 6 の変動ではケース 1 よりも格
段に大きくなっている。つまり、気候変動
と貿易自由化の両方が、社会厚生水準の
年変動を拡大させているといえよう。 
 
（5）まとめと政策提言 
 本研究では、全球気候モデルの気候予測結果をもとに、作物モデルを用いて農作物収量（単収）
変動の各国間ないし作物間の相関性を分析し、地球温暖化のもとで世界同時不作・同時豊作によ
る収量変動の同期性が高まることを示した。その結果をもとに、世界応用一般均衡モデルにより、
農産物価格の変動幅が拡大すること、多くの国で収量変動により社会厚生水準が低下すること
を解明した。例えば米国では同期性無しに比べて農産物価格の最高が 2.5 倍となり、価格変動幅
も 10 倍になる。さらに、農産物貿易の自由化は、農産物輸出国・輸入国の双方を利するものの、
収量変動の同期性により自由化の効果が低下し、日本では同期性を無視した場合の自由化によ
る農産物価格の変動抑制効果が約 20％過大評価となる。したがって、収量変動の同期性は世界
経済へのシステミックリスクの原因になる。このリスクに対し、以下のような政策が示唆される。 
第 1に、将来の気候変動により作物収量変動の同期性が強まると、多くの国が農産物価格の変

動に苦しみ、米国のような農産物輸出国でさえ、極端な異常気象が発生する場合、世界市場にお
ける農産物価格の上昇に動機付けられた輸出増加によって国内農産物価格が上昇する。先行研
究でも指摘されているように、食料備蓄の増大や、高温耐性品種の開発が重要であるが、実現に
は不確実性が高い。したがって、農産物市場のシステミックリスクを低減するため、多くの国に
分散して農地を確保する必要がある。日本のように食料自給率が低い国は、ある程度の国内生産
能力を維持し、多くの農産物輸出国と緊密な関係を維持することが重要と言えよう。 
第 2に、農産物の貿易自由化は、農産物価格の低下によって消費者余剰を増やし、貿易を通じ

て輸出国の収入を増やすメリットがある。しかし、貿易自由化の効果は気候変動化の収量変動の
同期性によって減少することから、政策立案者は、収量変動の同期性を無視した貿易自由化の効
果が過大評価されることを念頭に貿易・環境政策を策定する必要がある。 
最後に、本研究でやり残した課題は、資本や労働供給量の変化を考慮した動学モデルの適用、

最新の GTAP データの活用、AI等の活用による作物収量予測の精緻化である。 
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